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尾島　卓※ 1
要旨：本稿は、文部科学省が実施した「全国学力・学習状況調査」（メインタイトルを含め、以下本稿では全国
学力テストと略記）のうち悉皆調査として行われた 2009（平成 21）年の結果を検討し、児童生徒の活用力を育
成する学校教育課程のあり方を考察するデータの整理を主な目的としている。具体的には、現在まで計５回行わ
れた調査において教科（国語、算数・数学）学力調査の結果が常に上位を占める秋田県の結果を、ほぼ全国平均
の位置にある岡山県の結果と比較した。教科テストの結果、教科テストと並んで行われた児童生徒の学習や生活
の実態の調査及び学校長らが解答した学校調査の結果をそれぞれ比較することで、本稿において「活用力」の指
標として位置づけている全国学力テスト B 問題における正答率の高さと密接な関係にあるいくつかの要因を抽出
することを試みた。
キーワード：活用力、全国学力・学習状況調査、秋田県
※ 1 尾島卓（岡山大学教育学研究科）
Ⅰ．はじめに　問題意識と分析方法について
　以下、本稿で主に 2009 年実施の全国学力テストの
結果を主要に比較検討した根拠について明記したい。
　第一に「活用力」測定尺度として、この年度の全
国学力テストが一定の妥当性を確立したと評価して
いることを根拠としてあげたい。調査開始当初は新
奇さ故に受容の困難さが指摘されたテスト問題では
あったが、PISA 調査との比較において知識の活用を
測定するのに相応しい問題も含まれるという評価が
下されるようになったⅰ。反面「活用力」そのものの
内実や測定可能性について様々な見解が存在する事
も確かだがⅱ、現行学習指導要領の指向する新しい学
力の広告塔として第 5 回を迎える本年度の調査いお
いては「活用力」測定の尺度として広く定着してい
ると判断した。
　第二に３回目にあたる 2009 年度調査の段階で、結
果の都道府県格差に一定の傾向が存在することが次
第に明確になってきたことをあげたい。本論で後に
参照するが、学校種（小学校と中学校）と教科（国
語と算数・数学）に関わらず、Ｂ問題（活用力）に
おける正答率の高さを秋田県の「頭のよさ」として
評価する阿部昇ⅲの指摘が注目される一方で、都道府
県別テスト成績の下位を「指定席」とする大阪や沖
縄で学校教育現場をフィールドとする識者による下
位層「脱出」の提言も目立ち始めているⅳ。特に後者
においては、多くの都道府県が全国平均正答率に収
まる団子レースのなかで頭一つ抜け出ている秋田県
との比較が行われていることから、「順位」が明確に
確定しはじめた時期の調査結果として、教科問題だ
けではなく、児童質問紙（中学校の場合は生徒質問紙）
と学校質問紙を用いた調査の結果にも、各教科問題
との関連も含めて一定の傾向が存在すると予測した
ためである。
　第三は、周知のように、2009 年度の全国学力テス
トが「最後」の悉皆調査になったことに根拠を求め
ている。現政権の行う「事業仕分け」の結果、多く
の都道府県において全国集計を行う学校以外の全国
学力テストへの参加は任意になった 2010 年度調査で
では、統計処理を施した点数順位を参照することで
教科問題によって測定される学力の変化をある程度
把握することが可能である。しかしながら、2000 年
以降の PISA に「高校普通科 8 割体制」で臨んだ我が
国の対応の想起を禁じ得ないように、学習状況に関
する調査の結果には、調査実施校を選抜する主体の
恣意が反映していることも想定される。対費用効果
への疑問やテストによる学校管理体制の強化など悉
皆調査には批判的な世論がつきまとうことも確かで
あるが、義務教育学校に在籍する児童生徒から解答
された調査結果は、本論がその端緒を試みているよ
うに、学校教育の現状を把握し発展の方向性を見い
だす作業に適切に用いられるべきである。
　以下、本論では対象年度の全国学力テストの結果
のうち秋田県と岡山県を比較し、両者の学力と学習
状況の固有性を把握するための基礎データを整理し、
若干の分析を加えていく。秋田県との比較対象とし
て岡山県を選択したことで、論者の在住地における
学力向上の取組に若干の寄与ができるのではないか
とも考えている。
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Ⅱ．児童生徒の「活用力」に関するデータの整理
１. 教科調査問題に対する全体的な解答傾向
　昨今散見される学力テストの分析で指摘されてい
るように、秋田県の小学校６年生および中学校３年
生の「活用力」の高さは調査問題のうち B 問題の平
均点の高さに表れている。この事実を、ほぼ全国平
均の正答率を示す岡山県の傾向と対照しやすいよう
に整理し直すと以下の表１のようになる。
　まず指摘しなければならないことは、秋田県の場
合、「成績下層」に属する子どもの比率が極めて低い
という特徴である。以下の表１は小数点を切り捨てた
全国公立校の平均正答数を基準としてそれを上回る
児童生徒の割合を示したものである。小学校、中学
校ともに岡山県では、両教科の A 問題 B 問題におい
ても３、４割の児童・生徒が全国平均を下回っている。
　とりわけ、秋田県とのポイント差がもっとも大き
い小学校の国語 B 問題では、岡山県の四割強の児童
が全国平均を下回っている一方で、秋田県ではわず
か２割程度の児童しか平均以下の層に属していない。
　第２の特徴は、秋田県における無回答率の低さで
ある。
以下の表２は、両県の国語と算数・数学の学力テス
ト設問毎に、正答率が全国平均を上回った設問数と
無回答率が全国平均を下回った設問数を学校種毎に
整理したものである。
　紙幅の都合上ここでは B 問題に限定して言及する
が、秋田県の小学校国語 B 問題および算数 B 問題の
全ての設問において、無回答率は全国平均を下回って
いる。岡山県の小学校の調査結果では、無回答率が
全国平均を下回る結果が散見できるが、国語と算数
の B 問題において無回答率が全国平均を下回る設問
はなかった。秋田県の無回答率の低さという傾向は、
中学校の結果においてはとりわけ顕著で、岡山県の
国語 B 問題と数学 B 問題のいずれにおいても、無回
答率で全国平均を下回る設問がなかったのに対して
秋田県は全ての設問で全国平均を下回っている。
　以上の二つの特徴を関連づけると、秋田県の教科
を越えた「活用力」の高さは、第一に児童生徒の得
点が全国平均以下の層には薄く分布し、第二に積極
的な解答行動が下位層の得点を引き上げることで生
じる平均得点の高さを意味するものと考えられる。 
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２．問題特性毎の解答傾向の特徴
　先に見てきた秋田県の児童・生徒の解答傾向をさ
らに出題された問題の傾向に照らしあわせて以下で
は整理したい。表３で示した一覧が秋田県の児童の
正答率が全国公立学校の平均正答率を 10 ポイント以
上うわまわった教科調査問題である
　表中の問題形式の欄で、短答式と記されている問
題は国語であれば「短い語句や文、または数字で解
答する」問題である。また、記述式は、例えば算数
であれば「方法や理由等を説明するために、比較的
長い語句や文章で答える問題」である。秋田県の小
学校では、国語と算数の A 問題・B 問題合わせて高
い正答率を示した設問が 16 あったが、そのうち９つ
の設問が記述式であった。また、これら正答率が比
較的高かった設問は全てにおいて、全国平均の無回
答率より 5 ポイント低かった
　同様に中学校の国語と数学の結果を、全国平均正
答率を基準として同様に整理した場合、秋田県の正
答率で比較的高かったものは、前者で 6 問、後者で
5 問となり小学校ほど極端なちがいがない。しかしな
がら、無回答率を見た場合、その典型を下記表４に
例示したように全国平均より 10 ポイント以上低い設
問が数学 B 問題に散見できることが特徴として指摘
できる。
Ⅲ．主体的な学習の定着に関するデータの整理
１．児童質問紙及び生徒質問紙の全体傾向の比較
　先に見たように「相手や目的、意図に応じ自分の
意見や提案、理由や根拠、紹介や報告などをまとめ、
一定以上の文字数で記述する」ような記述式の設問
で、正答率の高さと無回答率の低さとして現象した
秋田県児童・生徒の活用力の高さの要因を考察する
ために、児童質問紙及び生徒質問紙を比較する。
　秋田県と岡山県の結果のうち、10％前後の違いを
目安として、反応率およびその傾向が極端に異なる
質問項目の抽出を試みた。この基準を充たす質問項
目の一覧が以下の表 3 であるが、ゴチックで強調し
たものは任意の選択肢において児童の反応率が全国
平均を 10％以上越えているものである。
─ 199 ─
全国学力テストの調査結果における県間比較（１）
　このうち、学校の学習への積極性や望ましい「学
習態度・意欲」を示した結果を比較すると、秋田県
の小学校生徒質問紙の 15 項目において岡山県の反応
との相違があることが明らかになった。家庭にせよ
学校におけるもにせよ、困難や嫌悪を伴う学習に対
する積極的な構えや忍耐強さは、個人に於ける形成
に一定時間を費やすが、一度確立されたら本人に意
識されることなく働く。習慣形成のこのような特性
が現実に存在するか否かという関心から、上述した
小学校と同様の目安と手続きで、中学校生徒質問紙
から項目を抽出した。以下一覧にあげた 15 項目が、
秋田県の中学生の解答と顕著な相違を示した質問項
目である（ゴチックは児童質問紙と同じ）。
　上に示した児童と生徒の解答傾向に共通する傾向
を分析したところ、以下の事が浮き彫りになる。
　第１は教科調査問題のうち教科を越えて B 問題に
対する取組の積極性の相違である。問 62「解答を文
章で書く問題について、どのように解答しましたか」
あるいは問 73「言葉や式を使って、わけや求め方を
書く問題について、どのように解答しましたか」の
双方（いずれも生徒質問紙）において、「最後まで解
答を書こうと努力した」と解答した児童の割合は岡
山県よりも 10 ポイント以上高かった。また、中学校
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生徒質問紙の類似の質問項目（国語は問 62、数学は
問 73）においても同様の傾向が確認された。
　岡山県との明確な差異を示した項目群の第２は「家
庭学習」に関する質問項目であり、この相違は量的な
側面と質的な側面の両方に見られた。休日における家
庭学習の時間を問う設問の反応を比較すると、小学
校の場合、１時間未満と反応した子どもは、秋田県
では 24.4％であったのに対し岡山県は 49.6％であっ
た。この傾向は、両県の差がわずかにちいさくなり
ながらも中学校まで変わらない。また学習の内容や
方法における違いを観点に整理した以下の表 8 の項
目では、「どちらかといえばしている」という反応ま
で含めて比較を行うと２つの県では差が見られた。
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　活用力の高さというイメージとは裏腹な短さでは
あるが、習慣的に行われる家庭学習において秋田県
の児童生徒は、学校の授業と密接に結びついた主体
的な学習を行っていると思われる。小学校から中学
校に移行するにつれ若干の後退傾向が見られるが、
秋田県の児童生徒が、計画的に「テストで間違えた
問題について、間違えたとことを後で勉強」し、間
違えや「苦手な科目の勉強」を克服する学習に取り
組む一方で、授業における学習の反省を計画的に行っ
ている様子がうかがえる。
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　「数学科の指導」に関わる質問項目（小学校の場合
は「算数科の指導」に関わるもの）における若干の相
違がある他に、両県の間で解答傾向に顕著な差があっ
たのが＜家庭学習・家庭との連携＞であった。
　すでに、前項において岡山県の児童生徒と比較し
て秋田県の児童生徒が学校外の学習に主体的に取り
組み、それが義務教育最終段階の中学校 3 年生まで
習慣化されていることを、家庭学習の質と量ふたつ
の側面の調査結果から概観してきたが、学校質問紙
の家庭学習に関する質問項目への解答傾向の差異は、
児童生徒の家庭学習の特徴との相関を予感させるも
のとなった。
　まずは、以下表 10 で学校種と教科毎に、岡山県の
結果を基準として秋田県の結果の特徴を整理したい。
 Ⅳ．学力形成を促進する学校に関するデータの整理
　以下では、児童生徒の学力と学習状況の調査と並
行して行われた教員向け学校質問紙への解答を秋田
県と岡山県を比較しながら整理する。
　この根拠として秋田県の活用力の高さが現地の学
校教育（家庭との連携を含める）の純粋な成果であ
ると推測されるからである。実際に徒質問紙で「通
塾していない」と解答した児童生徒が、岡山県では
小学校で 51.7% であり中学校では 35.7% であったの
に対して、秋田県のそれは前者で 78.9％、後者では
66.0％であったのだ。
　整理の方法としては、生徒質問紙と児童質問紙を
比較した際にとった方法と同様に、まず岡山県との
10％の違いを基準に小学校と中学校それぞれに結果
の違いがあった質問項目をリストアップした。更に
それら岡山県の結果と相違する質問項目のうち、秋
田県の小中学校に共通するものを再度岡山県のデー
タとならべ比較した。
　学校質問紙へ解答において秋田県の特徴としてま
ず指摘できるのは、秩序だった授業・学校環境及び
教師と子ども間の信頼関係の高さである。下記、表 9
に示すように、問 12「児童は、授業中の私語は少な
く落ちつていると思いますか」問 13「児童は礼儀正
しいと思いますか」に対する「そのとおりだと思う」
という反応は岡山県と比較した場合、小中学校とも
に 10％ポイント以上高い。とりわけ表 9-2 と表 9-4
に示したように、中学校の場合、問 12 では秋田県は
岡山県より 25.4 ポイント高く、また問 13 では 21 ポ
イント高く、両県の格差は学校種があがるにつれ拡
大する傾向にある。
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　小学校国語の学習指導において秋田県では、ほぼ
半数以上の学校が教職員間の共通理解を図っている。
また「どちらかと言えば当てはまる」という解答も
含めると、国語におけるこの傾向は、中学校まで維
持されている。算数数学の教科指導におけるこの傾
向は中学校では若干鈍ってくるが、岡山県下の中学
校の 3 割程度の学校において家庭学習に関する共通
理解が進んでいないことを鑑みると、両県の間に存
在する大きな相違として認識すべきであろう。
Ⅴ．補論　「活用力」を育成する秋田版ロードマップ
　　の分析
　全国学力テストの結果にもとづく「教育改革」のた
めの提言は、調査実施主体である文部科学省による
多様なデータ解析をはじめとして、県毎の結果に基
づく私的な試みにいたるまで数多行われているⅴ。そ
れらに比しても、データ数や分析手法においても見
劣りのするここでの試みを通して、おぼろげに見え
てきた秋田県において敷き詰められてきた「活用力」
育成の道のりについて、データの比較検討をさかの
ぼるかたちで以下にまとめたい。
　まずもっとも近い箇所で指摘した、児童生徒との
教師の信頼関係に基づく学校風土に関してであるが、
阿部昇は学級崩壊・授業不成立の少なさを秋田県の高
学力の要因として指摘しているⅵ。本論での解釈でも
同様な結果に辿り着いたわけであるが、「授業を通じ
た学力保障」を実現する要因を、学校調査ではから
れた要因から補足したい。学校調査の基本事項であ
る学校あたりの児童生徒数及び学級数を見ると、秋
田県は小中学校ともに学級数の少ない小規模学校を
実現していることが分かる。とりわけ、中学校にお
ける差異は、全校 8 学級以下の学校が全体の 6 割を
占める秋田県と 3 割超の学校が 12 学級以上の岡山県
のちがいを勘案して解釈されるべきであろう。
　同様に学校制度の差が影響していると思われる家
庭学習に関する分析について、教員の構成年齢から
考えてみたい。前出の阿部もそうであるが学力向上
のキーとして学校と家庭の連携をあげる論者は少な
くない。その中で「就学援助受給率」の高い「しんどい」
学校の多い大阪をフィールドとする志水宏吉が、「力
のある学校」をメタファーしたスクールバス・モデ
ルⅶの後輪に学習習慣形成を促す「双方向的な家庭と
のかかわり」を位置づけたことから考えても、本論
独自の結論である家庭学習に関する教職員の共通理
解は、学力形成の要因として妥当なものであると考
えられる。
　問題は共通理解を実現する条件である。小学校に
おいて教職経験年数 5 年未満の教員数が若干多いこ
とを除いて、年齢別の教員構成がほぼ全国平均の値
を示す岡山県に対し、秋田県では経験年数 10 年以上
20 年未満の構成員の比率が高く、均等な年齢バラン
スで教職員集団が構成されていることが予想される。
このような教師集団における同僚性の高さの証左と
して家庭学習における合意形成は把握されるべきで
あろうし、学習習慣の定着もその成立条件に迫る多
様なデータ等から分析される必要もあるだろ。
　秋田をフィールドとする阿部にとってみれば、規則
正しい生活を送ることも含め「当たり前のことを当
たり前にしているⅷ」子どもたちを育てることが極め
てシンプルな学校づくり授業づくりの成果である一
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方で、学力形成のストラテジーを支える条件への着
目からは「力のある学校」づくりに費やされる労力
の大きさと時間の長さが秋田型ロードマップに関す
る若干の解釈から明確になるだろう。さて仮にこの
道のりに何らかの教育主体が歩み出すとすれば、道
程の先に措定される「活用力」が将来に期待される
学力であることが保障される必要がある。
　本論では秋田県の子どもの高学力の高さを全国学
力テストの B 問題における正答率と無回答率から立
証しようと試みたわけであるが、ここで 2008 年度小
学校算数 B 問題の「良問」への正答率を手がかりに、
活用力について若干の検討を行ってみたいと思う。
　以下、図１に示した＜農業＞の（３）を小寺は「よ
い問題」と評価する 。この＜農業＞の問題は「統計
が恣意的な情報操作につながる可能性を子どもたち
自身に考えさせ、メディアリテラシーを育むⅹ」こと
を意図した PISA の調査問題を摸して作成されたと氏
は類推する。「基準量が異なるときに割合だけ」で量
の大小比較を行うつまずき（基礎・基本）と「普段
から算数・数学を現実の文脈のなかで考える」こと
ができない（活用力）つまずきの両方が統一された
この問題で、65% の子どもが「ひろしさんの意見を
正しい」と選択したことに「割合理解の根幹ⅺ」が揺
らいでいることを氏は指摘する。
　仮にこの設問の正答率がテスト全体でもトップク
ラスであれば、極めて限定的な結論として秋田県の
学力における活用力の高さを示すものであるといえ
よう。実際にはこの設問の全国平均正答率は 17.3%
で秋田県の正答率は 25.5％であった。無答率は全国
平均が 1.9％で秋田県が 1.1％であった。2008 年度の
算数 B 問題では、全国平均正答率より 10 ポイント以
上正答率の高い設問が他に 2 問あり、また無答率マ
イナス 5 ポイントの設問は他に 3 問あることから考
えると、論中で用いてきたように「活用力」から括
弧を外すことには容易ではないようである。
　奇しくも本稿執筆中に 2012（平成 24）年度全国
学力・学習状況調査が、震災による学習「不振」を
根拠として悉皆調査として行われる報道を耳にした。
仮に実施されるとすれば、本稿で扱った 2009 年度調
査時に小学校最終学年であった児童が中学校生徒と
して調査被験者となる。これら貴重なデータを十分
活用することで「活用力」に関する議論は多角的に
今後とも継続されるべきであろう。
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全国学力テストの調査結果における県間比較（１）
本文注
小寺隆幸「学テの実践的批判のために（算数・数学
の分析）」教育科学研究会編『教育』No.757、2009
年 2 月号、90 ～ 97 頁参照。
代表的なものとしては松下佳代「PISA の能力観・評
価観と日本的受容の過程」（教科研編『教育』国土社、
2011 年 6 月号、No.785、４～ 12 頁）を参照。
阿部昇『頭がいい子の生活習慣　なぜ秋田の学力は
全国トップなのか』ソフトバンククリエイティブ、
2009 年を参照。
大阪の学力問題に関しては『学力を育てる』（岩波新
書、2005 年）を記した志水宏吉の著作を参照。志水
の労作のうち『全国学力テスト　その功罪を問う』（岩
波ブックレット No747、2009 年）は全国学力テスト
に紙幅をさいて論じたものである。また沖縄県の現
状と取り組みについて述べたものとしては、三村和
則『沖縄・学力向上のための提言－島を育てる学力
を目指して』（ボーダーインク、2010）がある。
文部科学省は国立教育政策研究所とともに年度毎の
「全国学力・学習状況調査」の結果において学力形成
に効く要因を多様に提言している。上記研究所のホー
ムページに掲載されている各年度の結果ならびに授
業づくりの「ヒント」も参照されたい。また各都道
府県毎に独自な学力調査も実施されており、2010 年
には岡山県でも中学校１年生を対象とした学力調査
とそれに基づく教育改革の提言を行っている（岡山
県教育委員会『平成 23 年度　岡山県学力・学習状況
調査報告書』）。
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